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1. 研究の背景と目的

再生紙利用のノート、省エネ型の家電製品など、私たちの身の回りに見受けられる環境配慮型製品の種類は、増加してきている。環境に配慮した製品を優先的に購入する市民のグリーンコンシューマリズムや、自治体や企業によるグリーン購入も、次第に社会に広まってきている。
しかしながら、再生紙利用のティッシュペーパー、ノンフロン冷蔵庫、また、再資源化可能な材質の電気製品など、より環境に配慮した製品については、あまり浸透しているとは言えない。
在間(2000a,b,c,2002a)では、環境配慮型製品の普及に有効であると考えられている環境ラベリング１）の効果について、エージェントベースモデルを作成し、シミュレーション分析した。モデルの方法２）は、高木・木嶋・出口(1995)が提起した「ポリエージェントシステム」を採用している。ポリエージェントシステムとは、多数の内部モデルを持つ自律的エージェントが、相互作用する社会である。ポリエージェントシステムの方法では、内部モデルを持つエージェントが、相互参照し、自らの内部モデルを修正することから創発される、エージェント集団の学習のダイナミクスをシミュレーションする。さらに、その変化を引き起こすメカニズムについて分析する。
在間(2000a,b,c,2002a)は、環境配慮型製品の普及に関して２つのことを示した。１つは、情報提供の役割の限界が、消費者集団と企業集団の環境配慮型行動への学習が整合的でないために生じることである。２つは、環境配慮行動へのシフトを推奨する知識の普及にコミットするチェンジ・エージェント３）の役割が重要であることである。
さらにZaima(2003a)では、近年の企業による環境配慮型製品開発の背景として、ISO14001の継続的改善要求、将来のEUの環境規制強化、ステークホルダーからの要求という３つの要因４）を取り上げ、在間(2000a,b,c,2002a)モデルを改良し、シミュレーション分析した。ISO14001の継続的改善の効果や将来の規制強化への対応の効果はあるものの、NGOの企業への働きかけのような、エージェント自身によるコミットメントが重要であることが示された。
本研究の目的は、Zaima(2003a)モデルを改良し、環境配慮型製品の普及に関する集団間学習の問題について、エージェントベースモデル作成の方法を示し、シミュレーション分析することである。本研究では、個々のエージェントの行動が社会の環境に関する価値観の変容を引き起こし、価値観の変容が個々のエージェントの行動に影響を与えるという、相互作用について検討する。
2.　本研究のモデルの特徴
2.1 ミクロ－マクロ・リンク
在間(2000a,b,c,2002a)およびZaima(2003a)では、環境配慮行動を行うエージェントの一部が他のエージェントに働きかけて、その行動変容を促すというプロセスが重要な役割を果たすことが示された。モデルでは、エージェントは、環境配慮に関する行動ルールのセットである「遺伝子」を持っている。相互参照によって、より利得の高い遺伝子が選択されていくプロセスは、遺伝的アルゴリズムの方法５）で表現している。在間(2000a,b,c,2002a)および Zaima(2003a)では、他のエージェントからの働きかけによって行動変容するプロセスを、自らの遺伝子を修正するプロセスとして記述している。現実にも、環境NGO主催の講演を聴いて環境意識を高め、ゴミの少ない製品を購入するようになった、というようなことがある。これは、そのようなプロセスをモデル化している。
しかし、モデルとしては、エージェントが選択していた遺伝子を意図的に変更して意思決定に用いることになっているという問題点もある。これらのシミュレーション分析で示された重要な点は、そのようなプロセスがなければ、消費者集団、企業集団ともに環境配慮型にシフトすることができないということである。

本研究では、出口(1998)星野(1998)で示された、エージェントの社会の価値観とエージェントの行動変容が同時に進化するミクロ－マクロ・リンクの考え方に基づき、モデルを改良する。

具体的には、エージェントの社会の価値観の変容を、利得関数が変容するプロセスとして表現する。環境配慮型エージェントの増加が社会の価値観の変容をもたらす。また、社会の価値観の変容によって、個々のエージェントの行動変容が生じる。このようなミクロ－マクロ・リンクを導入することで、意図的なエージェントの遺伝子書き換えプロセスをなくすことができる。
本研究の第３節では、利得関数の変容や進化がない基本モデルを提示する。そのシミュレーション結果を第４節で示す。社会の価値観の変容による利得関数の変容について、最も単純なモデル化を第５節で行う。さらに、第６節では、エージェントの行動ルールのセットと、利得関数がともに進化する共進化モデルの作成方法を論じる。第７節は総括である。

2.2　社会的ジレンマの要素
本研究とZaima(2003a)のモデルでは、環境配慮行動に関する社会心理学の研究６）を踏まえて、エージェントの利得関数に社会的ジレンマ７）に近い構造を導入している。つまり、社会全体の合理性と個人の合理性が乖離する状況をモデルに取り入れている。

個々の消費者エージェントは、環境配慮しない方が利得は高い。しかし、すべてのエージェントが環境配慮にシフトすれば、すべてのエージェントが環境配慮しない場合より、エージェントの獲得利得が高い場合が存在する。シミュレーションでは、消費者集団がそのような状況をもたらす行動ルールとしての遺伝子を学習できるかということに着目する。

企業の利得関数では、企業調査の事例８）から、環境保全の設備投資はコストが非常に高いが、導入後の維持費用は小さくできる可能性があることを導入している。シミュレーションでは、消費者集団との相互作用により、企業集団がそのようなコスト削減できるメリットを獲得し、環境配慮型にシフトできるかということに着目する。
利得関数の特徴に関しての詳細は、Zaima (2003a)を参照されたい。

　また、在間(2000a,b,c,2002a)では、消費者エージェントと企業エージェントの行動モデルは同型であったが、本研究とZaima(2003a)のモデルでは両者の異質性を考慮して、異なる型に変更している。企業は製品の環境配慮の程度を調整し、消費者は環境意識の程度を調整するモデルとしている。また、調整プロセスについても両者の異質性を導入し、より現実に近いものとして整理した。
さらに、本研究のモデルでは、在間(2000a,b,c,2002a)およびZaima(2003a)では導入していなかった社会の経済や環境保全に関するマクロ指標を定義し、よりミクロ－マクロ・リンクの問題を表現しうるように検討している。
3. 基本モデル
3.1 社会

  消費者、企業の2つのクラスの、それぞれ多数の自律的エージェントで構成される社会を考える。消費者の人口はnで一定である。企業は参入・退出が自由であるが、企業数はｍで一定であるものとする。本論文では、下付きの“ci”は、i番目の消費者、“fj”はj番目の企業を表す。

3.2 製品の市場
  単純化のため、この社会では、市場で取引される製品の種類は１つであり、環境配慮面でのみ差別化可能なものとする。製品の環境配慮の度合いを「製品環境レベル」と呼ぶ。製品環境レベルの値域は、0＜q＜q*で、qおよびq*は整数である。

単純化のため、製品価格は製品環境レベルに依存するものと仮定する。製品環境レベルがqの製品の価格p(q)は、所与で(1)式で定義されている。
p(q) = p0 (1 + p1q)　　　　(1)

ここで、パラメータp0およびp1は正の実数である。p0は、製品環境レベルが最低値0のときの基本価格である。(1)式は、製品環境レベルが大きいほど価格が高くなることを表す。
3.3 社会の環境配慮のマクロ指標
　このモデルでは、より環境に配慮した製品の消費が環境保全に貢献することから、ある時点tの社会の環境保全の大きさを、(2)式で定義する。
　E(t)＝Σq q Xq(t)　　　(2)

ここで、Xq(t)は、製品環境レベルがqの製品のt時点における総需要である。社会の環境保全の大きさは、各製品レベルとそれぞれの総需要の積の総和で定義される。
　この社会での環境保全の大きさの最高値E*を (3)式で定義する。

　E*＝q* X q*,n　　　(3)

ここで、X q*,nはｎ人すべての消費者が最高の製品環境レベルq*の製品を購入する場合の総需要である。

　社会の環境保全に関するマクロ指標を、(4)で定義する。

　ε(t)＝E(t)／E*　　　　(4)
3.4 企業行動
企業は市場の動向を考慮して、毎時点、自社が供給する製品の製品環境レベルを調整する。

ある時点ｔにおける、j番目の企業が供給する製品の製品環境レベルをqfj(t)で表す。
製品環境レベルを向上させる場合には、環境設備投資のコストが必要であるが、レベルを維持あるいは下げる場合には設備投資のコストがかからないものとする。ある時点ｔにおける、j番目の企業の生産コストCfj(t)を、(5)式で定義する。
  Cfj(t)= Dfj(t) c0 (1 – rfG(t)) (1 –ε(t-1))

　　　　　＋ c1(1－ε(t-1) qfj(t)) yfj(t)　(5)
ここで、第１項は、製品環境レベルを向上させる場合の設備投資の費用である。パラメータ c0は、環境設備投資の基本コストであり、正の実数である。Dfj(t) は環境設備投資の有無を表すダミー変数で、環境設備投資を行う場合は、Dfj(t)=1、行わない場合は、Dfj(t)=0である。rfG(t)は、t時点での「グリーン企業率」である。「グリーン企業」は、ある一定の製品環境レベルq^以上の製品を供給する企業である。グリーン企業率は、t時点におけるグリーン企業数M(t)q>q^の全企業数ｍに占める割合であり、(6)式で与えられる。

　rfG(t)＝M(t)q>q^／ｍ　　　(6)

第１項は、環境設備投資の費用は、グリーン企業が増加するほど、また、社会全体の環境保全の度合いが向上するほど、小さくなることを表している。これは、環境配慮型企業が多くなれば、その技術を共有できるため、コスト削減につながること、社会の環境保全の程度が大きくなれば、汚染浄化などの費用が減少することをモデル化したものである。

　第２項は、可変費用である。パラメータc1は単位費用であり、正の実数である。yfj(t) は、ｔ時点におけるj番目の企業の生産量である。第2項は、可変費用は、製品環境品質が向上するほど、また、社会全体の環境保全の度合いが高いほど、小さくなることを表している。
また、c0 >> c1であるものとする。これは、第2節で触れたように、製品環境レベルを向上させる設備投資費用は大きいが、長期的には、製品の環境配慮を向上させることがコスト削減に結びつく可能性があることをモデル化したものである。 

  企業は、自社の製品環境レベルの調整に際して、市場の動向に関わる２つの情報を参照する。

１つは、消費者ニーズに関わる情報であり、モデルでは、消費者の環境意識を表す「環境配慮レベル」の社会の平均値Savr(t)で代表される。消費者の環境配慮レベルについては後述される。２つは、他の企業の製品環境レベル選択に関わる情報であり、企業の選択した製品環境レベルの平均値Qavr(t)で代表される。このモデルでは、他のエージェントの個々の情報を知ることはできないが、平均値を知ることができるものとしている。

企業は、(7)および(8)式で定義される、これら２つの値Savr(t)およびQavr(t)と、自社の選択した製品環境レベルの差、Δ1fj(t)およびΔ2fj(t)を考慮する。
Δ1fj(t)=qfj(t)－Savr(t)　　　(7)
Δ2fj(t)=qfj(t)－Qavr(t)　　　(8)
ただし、企業は、Δ1fj(t)およびΔ2fj(t)の正確な値はわからないが、表１で示される、乖離している程度が、V0～V4のカテゴリーのいずれに属するかを知るものとする。
	分類記号
	⊿1, ⊿2の値の範囲 

	V0
	⊿1, ⊿2  <  －v1

	V1
	－v1  <  ⊿1, ⊿2  < －v0

	V2
	－v0  <  ⊿1, ⊿2  <  v0

	V3
	v0  <  ⊿1, ⊿2  <  v1

	V4
	v1  <  ⊿1, ⊿2


パラメータv0およびv1は正の整数

表 1  ⊿1 および ⊿2のカテゴリー
　カテゴリーV0, V1, V2, V3, V4は、それぞれ、の値より非常に小さい、少し小さい、ほぼ近い、やや大きい、非常に大きいという、乖離の程度を表している。
　Δ1fj(t)およびΔ2fj(t)のそれぞれの程度から、企業は、自社が市場でおかれている状況を把握する。企業が直面しうる状況の総数は、5×5 = 25 通りである。
企業は、25通りの状況それぞれについて、１つの製品環境レベルの調整の仕方を対応させているものとする。１つの状況に対する調整の仕方を「調整ルール」と呼ぶ。
企業が選択しうる製品環境レベルの調整の仕方は、「レベルを１上げる」「変更しない」「レベルを１下げる」の3通りであり、それぞれ、その調整値を「１」「０」「－１」で表す。

25の調整ルールのセットを、モデルでは、50個の1と0から構成される「遺伝子」として表現する。図１に遺伝子の1例を示す。
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図１  「遺伝子」の例
１つの状況について、2個の数字を調整ルールとして対応させる。2個の数字が「00」の時は、レベルの調整値は「－1」で、レベルを１下げることを表す。「01」または「10」の時は、レベルの調整値は「0」で、レベルを変更しないことを表す。「11」の時は、レベルの調整値は「＋1」で、レベルを1上げることを表す。
企業は、t時点における自社が直面する状況を知って、自らの調整ルールから製品環境レベルの調整値dfj(t)を選び、次の(t＋1)時点の製品環境レベルqfj(t+1)を決定する。すなわち、

　qfj(t+1) = qfj (t) + dfj(t)　　　(9)

である。例えば、図１の遺伝子では、ある時点のΔ1fj(t)がV0、つまり自社の製品環境レベルが消費者ニーズより非常に小さいレベルであり、Δ2fj(t)がV1、つまり、他の企業からやや小さい値である場合に、調整ルールの値dfj(t)＝－1である。この企業は次期には、今期より製品環境レベルを１上げる。
　qfj(t) =qである企業の供給量yfj(t)は、 (10)式で定義される。
　yfj(t) = Xq(t) / Mq(t)　　(10)

ここで、Xｑ(t) はレベルqの製品の総需要であり、Mq(t) はレベルqを選択する企業数である。
企業の利得πfj(t)は、 (11)式で定義される。

　πfj(t) = p(qfj(t))yfj(t) – Cfj(t)　　(11)

　企業は、各時点に得られた利得を記録しており、連続した３期の利得が、すべて基本価格のp0より少なければ、その企業は市場から退出し、代わりに新たな企業が参入する。

　ρ時点ごとに、企業は互いの遺伝子と、(12)式で与えられる集計利得Πfj(t)を参照し、新しい遺伝子を選択する。

Πfj(t) = Σρπfj(t)　　　(12)
　より大きな利得をもたらす遺伝子がより選択されやすいものとして、この遺伝子選択のプロセスを遺伝的アルゴリズムで記述する。
企業行動の概念図は、図２に示すとおりである。
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図2  企業行動の概念図
3.5. 消費者行動
消費者の環境意識の程度を「環境配慮レベル」と呼び、ｔ時点におけるi番目の消費者の環境配慮レベルをsci(t)で表す。環境配慮レベルの値域は、製品環境レベルの値域と同じであるものとする。すなわち、0＜sci(t)＜q*で、sci(t)は、０以上でq*以下の整数である。環境配慮レベルの値が大きいほど環境意識が高いことを意味する。全く環境配慮に関心のない場合は、最小値0で表す。
消費者は、市場での製品購入、社会での環境保全活動の２つの行動行い、それらとの関わりにおいて、自らの環境配慮レベルを調整する。
消費者は、自らの環境配慮レベルに応じて、環境保全活動を行うものとする。ｔ時点で、i番目の消費者が行う環境保全活動に要するコストAci(t)を、(13)式で定義する。
Aci(t) = a0sci(t) (1 – rcG(t)) (1 –ε(t-1))　(13)
ここで、パラメータa0は環境保全活動の単位費用であり、正の実数である。rcG(t)は、t時点での「グリーン消費者率」である。「グリーン消費者」は、ある一定の環境配慮レベルs^以上の消費者である。グリーン消費者率は、t時点におけるグリーン消費者数N(t)s>s^の、全消費者数ｎに占める割合であり、(14)式で与えられる。

　rcG(t)＝N(t)s>s^／ｎ　　　(14)

(13)式より、環境活動の費用は、自らの環境配慮レベルが高いほど大きいが、グリーン消費者が増加するほど、また、社会全体の環境保全の度合いが向上するほど、小さくなることを表している。
消費者は、市場の製品から、自らの環境配慮レベルsci(t)を超えない最大の製品環境レベルの製品を選択する。もしそのような製品が市場にない場合には、自らの環境配慮レベルを超える製品の中で最小の製品環境レベルの製品を選択する。ｔ時点でi番目の消費者が選択した製品環境レベルをqci(t)で表す。
　t時点でのi番目の消費者の消費量xci(t)は、(15)式で定義される。
xci(t) = (I – Aci(t)) / p(qci(t))　　(16)
ここで、Iは消費者の所得であり、単純化のため、すべての消費者の所得は等しく、一定であると仮定する。
　消費者の効用を(17)式で定義する。
uci(t) = w0(1 + w1qci(t))xci(t)　　(17)
　ここで、パラメータw0およびw1は正の実数である。消費者の効用は、製品の消費量が多いほど、製品の製品環境レベルが高いほど、大きくなる。
消費者は、自らの環境配慮レベルの調整に際して、社会の環境配慮の動向に関わる１つの情報を参照する。それは、社会の消費者全体の環境保全活動の程度に関わる情報であり、消費者の環境配慮レベルの平均値Savr(t)で代表される。消費者も、他のエージェントの個々の情報を知ることはできないが、平均値を知ることができるものとしている。

消費者は、(18)および(19)式で定義される、２つの値Δ1ci(t)およびΔ2ci(t)を考慮する。Δ1ci(t)は、自分の環境配慮レベルと実際に購入できた製品の製品環境レベルの差である。Δ2ci(t)は、自分の環境配慮レベルと社会全体の消費者の環境配慮レベルの平均値の差である。

Δ1ci(t)=sci(t)－qci(t)　　　(18)
Δ2ci(t)=sci(t)－Savr(t)　　　(19)
ただし、消費者は、Δ1fj(t)およびΔ2fj(t)の正確な値はわからないが、先に示した表１で示される、乖離している程度が、V0～V4のカテゴリーのいずれに属するかを知るものとする。
　Δ1ci(t)およびΔ2ci(t)のそれぞれの程度から、消費者は、社会でおかれている状況を把握する。消費者が直面しうる状況の総数も、5×5 = 25 通りである。
消費者も、企業と同様に、25通りの状況それぞれについて調整ルールを持ち、25の調整ルールのセットを、モデルでは、50個の1と0から構成される先に示した図１のような遺伝子として表現する。
消費者は、t時点における自身が直面する状況を知って、自らの調整ルールから環境配慮レベルの調整値dci(t)を選び、次の(t＋1)時点の環境レベルsci(t+1)を決定する。すなわち、
　sci(t+1) = sci (t) + dci(t)　　　(20)

である。

　ρ時点ごとに、消費者は互いの遺伝子と、(21)式で与えられる集計利得Uci(t)を参照し、新しい遺伝子を選択する。

Uci(t) = Σρuci(t)　　　(21)
　より大きな利得をもたらす遺伝子がより選択されやすいものとして、この遺伝子選択のプロセスを遺伝的アルゴリズムで記述する。
消費者行動の概念図は、図３に示すとおりである。
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図3  消費者行動の概念図
3.6 学習のサイクル
　このモデルでは、２つのタイプの学習プロセスがある。

１つは、個々のエージェントが、各時点で自身の遺伝子に基づくレベル調整のプロセスである。

もう１つは、遺伝子そのものを、集団間で相互参照し選択するプロセスである。図４は、この学習サイクルを概念図で示したものである。

シミュレーション分析では、集団の学習を十分長いｚ回繰り返し、到達するパターンを調べる。
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図4  学習のサイクル
4.　基本モデルのシミュレーション
4.1　シミュレーションのパラメータ
　第2節で示されたモデルをJavaで実装した。基本モデルのシミュレーションで用いられたパラメータの値を、表２に示す。
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　表2　パラメータ設定

4.2　シミュレーション結果
基本モデルのシミュレーションでは、大別して２つのパターンが現れる。

(1) 消費者集団と企業集団の学習の不一致
１つは、消費者集団と企業集団の環境配慮の学習がうまくかみあわない場合である。

このような場合は、さらに大きく２つのケースが現れる。１つは、双方ともに環境に配慮しない行動に収束してしまうケースである。もう１つは、一方のエージェント集団は徐々に環境に配慮する方向に進むが他方のエージェント集団が環境に配慮しないため、マクロな環境指標は低い値のままであるケースである。
図5は、消費者の環境配慮レベルの平均値、企業の製品環境レベルの平均値の時間変化をプロットしたものである。
図5(a)は、前者のパターンの一例である。最初に消費者が環境配慮レベルを向上させるが、企業の製品環境レベルは低いままである。800期から企業はレベルを高めるが、そのときにはすでに消費者はレベルを下げてしまっており、結局、双方ともにレベルが小さいところに収束してしまう。

後者のパターンの一例を図5(b)に示す。消費者は徐々に環境配慮レベルを向上させるが、企業は初期とほぼ変わらない。
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(a)　双方とも環境非配慮に収束
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　　   (b) 一方のみ環境配慮

　　図5　集団間学習の不一致のケース
(2) 消費者集団と企業集団の学習の一致
　もう１つのパターンは、消費者集団と企業集団の環境配慮の学習が調和する場合である。一例を図6に示す。図６の上の図は、それぞれの平均レベルの時間変化、下の図は、マクロな環境保全指標の時間変化である。
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　　図6　集団間学習の一致のケース

5　社会の価値観の変化による影響
　この節では、第2節で述べたように、エージェントの行動変容が社会の価値観を変化させ、社会の価値観の変容によってエージェントの行動が影響を受けるプロセスをモデル化する方法を示す。

5.1　モデル化の方法
第２節で述べたように、上記のプロセスについて、社会的価値観の変容が、利得関数に現れるという方法でモデル化する。

企業の利得関数 (11)式を(11)’式に、消費者の効用関数(17)式を(17)’式に変更する。
　πfj(t) = p(qfj(t))yfj(t) – Cfj(t)＋α(t)qfj(t)　　(11)’
uci(t) = w0(1 + w1qci(t))xci(t)＋β(t)sci(t)　　(17)’
　(11)’式の第2項は、環境配慮することに対する企業評価の金銭的価値を表す。近年、社会的責任投資の考え方が少しずつではあるが広まってきており、環境格付もなされてきている。第２項は、このような動きをモデル化したものである。

　(17)’式の第２項は、環境意識を高め環境保全活動をすることへの社会的評価に関する満足を表す。環境保全のような社会的活動は、何らかの社会的評価を受けることができることによって、自分自身の満足も高まる。

　ここで、社会的価値観の変化に関わるα(t)、β(t)をどのように設定するかが問題になる。以下では、まず、簡単なモデル化とそのシミュレーション結果を示す。さらに、出口(1998)星野(1998)の考え方を基礎に、社会的価値観も行動変容と共進化するモデルの構成方法を示す。
5.2 グリーンエージェント増加による効果
最も単純なモデル化として、ここでは、社会的価値観に関わるα(t)、β(t)を、(22)式のように、社会におけるグリーンエージェントの比率で定義する。

　α(t)＝β(t)＝

(N(t)s>s^＋M(t)q>q^)／(ｎ＋ｍ)

　　＝(rcG(t)ｎ＋rfG(t)ｍ)／(ｎ＋ｍ)　 　(22)
　シミュレーションからは、基本モデルのシミュレーションでは得られなかった、双方ともに環境配慮型にシフトし、社会のマクロな環境保全指標も向上するケースが現れる。このような効果は、個々のエージェントが環境配慮することが社会的価値観の形成を通じて、他のエージェントに影響を与え、その変化によってさらに社会的価値観が変化するという、ある種のネットワーク効果９）である。

結果を図7に示す。図６の上の図は、それぞれの平均レベルの時間変化、下の図は、マクロな環境保全指標の時間変化である。
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図7　環境配慮型へのシフト

　しかし、必ずしも企業集団と消費者集団の学習が調和し、環境配慮型社会が実現されるわけではない。消費者の環境配慮行動の増加よりかなり遅れて企業の環境配慮行動が増加するケース、また、第４節の基本モデルの図5(a)のシミュレーションで見られた集団間学習が不一致であるケースも観察される。

5.3 共進化モデルの作成の方法
5.2節のようなモデル化から、ネットワーク効果により、消費者集団と企業集団の双方の環境配慮型行動の学習が調和すれば、社会全体として環境配慮型にシフトさせられることが示された。しかし、この単純なモデルでは、単に、グリーンエージェントの比率が高まることが、さらにグリーンエージェントの比率を高めているという効果を利用している。
この節では、現実の社会の環境と経済の調和という課題を踏まえて、社会の価値観の形成について、出口(1998)星野(1998)の共進化の考え方を用いてモデル化する方法を示す。

エージェントの環境配慮行動の学習と、社会的価値観の変容は、図8の概念図のように、それぞれが相互作用しながら進化する共進化として表すことができる。
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図8　共進化モデルの概念図

　 (11)’式および(17)’式の、α(t)、β(t)を、図9のように社会的価値観に関する遺伝子として構成する。
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図9　社会的価値観に関する遺伝子

　選択された社会的価値観に対する利得関数を定義する必要がある。現実の社会では、環境保全だけでなく経済成長との関わりが重要である。モデル化にあたっては、社会のマクロな経済指標γ(t)を定義し、例えば(23)式のような、マクロな環境保全指標ε(t)の双方を考慮した関数を社会的利得関数として定義する。
　G(t)＝g0γ(t)＋g1ε(t)　　　(23)
　(23)式の利得を高めるような社会的価値観の形成と、個々のエージェントおよびエージェント集団間の行動ルールの学習の双方が関わりあうシミュレーションを構成する。Javaでの実装方法としては、図10に示すように、本研究で用いられたMarketの層に社会的価値観SocialValueGene選択の層をプラスしたSociety層として表現することができる。
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図10　作成するクラス
　このモデルの具体的な構成およびシミュレーション結果については、別項に譲る。
6　まとめと今後の課題
　本研究では、在間(2000a,b,c,2002a)およびZaima(2003a)のモデルを改良し、個々のエージェントの行動変容と社会の価値観の相互作用するモデルを構成する方法を示した。本研究では、シンプルなモデル化によるシミュレーションを行った。その結果、環境配慮したエージェントが増加することによってネットワーク効果が生じ、社会全体を環境配慮型にシフトさせることが可能であることが示された。
　さらに、エージェントの行動ルールの遺伝子と、社会的価値観に関する遺伝子が共進化するモデルの作成方法を示した。このようなモデルから、より現実的なモデル化が可能であると考える。
【注】

1） 環境ラベリングについては、例えば、森下(1998)を参照。

2） モデルの方法については、在間(2002b)を参照。
3） チェンジ・エージェントの役割については、Rogers (1982)を参照。

4） ISO14001導入後の環境活動推進の事例として、例えば、在間(2001, 2003b)を参照。EUの環境規制強化に対する企業の製品への対応については、例えば『日経エコロジー』2003年11月号を参照。市民から企業への働きかけの事例として、例えばグリーンピースによる松下電器株式会社のノンフロン冷蔵庫の開発がある。
5） 遺伝的アルゴリズムの方法はHolland (1975)が提示したもので、その方法については、例えば、Davis (1990)やMitchell (1996)を参照。
6） 広瀬(1995),杉浦(2003),山岸(1990)などを参照。

7） 社会的ジレンマについては、例えば、盛山・海野(1991)を参照。

8） 在間(2001, 2003b),Gege(1997)を参照。
9） ネットワーク効果に関しては、Rogers (1982)を参照。
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